
名古屋港 港湾計画 改訂 前回改訂 平成12年 4月（目標年次：平成20年代前半）
今回改訂 平成27年12月（目標年次：平成30年代後半）
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名古屋港の利用状況
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名港潮見IC

飛島ふ頭

ポートアイランド

鍋田ふ頭

金城ふ頭

鉄鋼生産基地（東海元浜ふ頭）

穀物基地（北浜ふ頭）

コンテナターミナル（鍋田ふ頭）

エネルギー基地（南浜ふ頭）

名港中央IC

湾岸弥富IC

弥富ふ頭

飛島IC

コンテナターミナル（飛島ふ頭）

：高速道路

凡 例

：一般道路

：臨港道路

クルーズ・賑わい（ガーデンふ頭）

東海IC

東海元浜ふ頭

自動車積出基地
（新宝ふ頭、金城ふ頭、弥富ふ頭）
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注）製造品出荷額等は工業統計産業中分類
「製造業計」を対象

凡 例

製造品出荷額等

20兆円/年以上

10～20兆円/年

1～10兆円/年

1兆円/年以下

名古屋港が担う役割（背後圏におけるものづくり産業の集積）

2

出典）経済産業省「平成25年工業統計」

○名古屋港の背後圏には、自動車、産業機械、航空宇宙等のものづくり産業が集積しており、特に愛知県の製造品出荷額は42兆18億
円（全国の約14％）となっている。

○自動車産業は、広域な関連産業を持つ裾野が広い基幹産業である。自動車製造業の製造品出荷額は全製造業の約2割（50兆円）を
占める。

○名古屋港は、原材料の輸入、基礎素材の生産、製品の輸出などによりものづくり産業を支えている。

出典：(一社）日本自動車工業会
「日本の自動車工業2014」

※1自動車関連の就業人口とは、関連製造業
及び関連サービス業の就業人口の合計。

※2自動車製造業の製造品出荷額とは、関連
製造業のうち自動車製造業及び部品・付
属品製造業の製造品出荷額の合計。

自動車関連の
就業人口※１

547万人
※我が国の全就業人口
(6,311万人)の8.7％

自動車製造業の
製造品出荷額※2

50.3兆円
※全製造業の製造品
出荷額(289兆円)
の17.4％

運送サービスガソリンスタンド

自動車販売業
整備業

自動車製造業
部品・付属品
製造業

関連資材
・鉄鋼業
・電気機械器具
・プラスチック、
ゴム、ガラス
等

関連サービス業関連製造業

▼愛知県の特化係数
※

※産業構造が全国平均と比較してどの程度の
偏りを持っているかを表す係数。
県の構成比÷全国の構成比

出典）経済産業省（平成25年工業統計、
平成25年企業活動基本調査）

特化係数

製造業 1.39

輸送用機械器具 2.54

業務用機械器具 1.46

我が国における自動車産業の重要性我が国の製造品出荷額 名古屋港を利用した
ものづくり産業のイメージ

基礎素材型産業

原材料輸入

自動車産業

製品輸出

部品輸出

自動車産業



中東
27.3%

欧州・ロシア
23.0%

大洋州
14.6%

アフリカ
9.2%

東南アジア
8.0%

中南米
7.6%

東アジア
6.8%

その他

アジア
2.1%

北米
1.4%

注）図中の地名は税関の名称である。（但し、防府を三田尻中関とした）
出典：財務省「貿易統計（平成26年）」より国土交通省港湾局作成

輸出量１０万台以上の港

輸出量１万台以上の港

輸出量３０万台以上の港

＜凡例＞

名古屋
三河

横浜

三田尻中関
広島

川崎

名古屋港が担う役割（完成自動車輸送）
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○名古屋港は、完成自動車輸出量が年間約143万台で、日本最大の輸出拠点となっている（平成26年）。
○名古屋港からは中東をはじめ世界各地へ、三河港からは主に北米へ輸出という方面別の機能分担がなされている。

〇名古屋港は世界各地へ航路を持つため、国内の生産拠点や、韓国、中国、その他アジアから輸出される完成自動車を集約し輸送する
トランシップ港として機能している。

名古屋
143

三河
82

横浜
81

川崎
47

広島
40

その他
180

完成自動車

輸出台数

574万台

出典：財務省「貿易統計（平成26年）」

完成自動車輸出台数（万台）
（中古車含む）

年間輸出
台数

143万台

名古屋港の完成自動車輸出仕向地
（中古車含む）

韓国

中国

名
古
屋
港

176,400台/年

2,100台/年

23,600台/年
1,200台/年

10,300台/年

132,200台/年

1,200台/年

50,500台/年

仕出地

欧州

北米

中南米

中近東

大洋州

仕向地

アフリカ

アジア

6,000台/年

600台/年

その他アジア
（インドネシ
ア、タイ等）

仙台塩釜港 71,000台/年

北九州港

三河港

水島港

87,000台/年

10,700台/年

12,000台/年

海

外

国

内

名古屋港における完成自動車トランシップの状況

※1 国内港からのトランシップ台数は「名古屋港からの輸出」としてカウントされるため、
各仕向地への輸送台数には含まない。

※2 海外トランシップの状況は港運事業者、国内トランシップの状況はトヨタ自動車㈱、
三菱自動車㈱へのヒアリング資料より港湾局推計。（平成２５年）



名古屋

1,065

横浜

561

神戸

152

東京

148

四日市

105

清水

90 その他

212

全国合計

2,334万トン

（万トン）
出典：港湾統計（平成25年）

自動車組付

工場向け

47%
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○名古屋港は、自動車部品の輸出拠点としての機能も担う。自動車部品輸出量は、東南アジア向けが10年間で約3倍に増加している。
○東南アジア地域の新車販売台数は増加が予測されており、日系メーカーは現地生産能力を強化している。

10年間で約3倍に増加

出典：名古屋港港湾統計

名古屋港が担う役割（自動車部品のコンテナ輸送）

名古屋港における東南アジア航路の自動車部品輸出量
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トヨタ自動車

三菱自動車

主な生産拠点

名古屋港を利用する日系メーカーの
東南アジア地域における生産拠点

本田技研

スズキ

自動車部品輸出取扱量シェア

出典 ： (一社)日本自動車部品工業会資料より

（参考）国内自動車部品メーカーにおける
自動車部品用途別輸出割合



衣服･身廻品

･はきもの
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化学薬品

2%

その他

14%

輸 出

23,522千トン

自動車等関連貨物

ＬＮＧ

(液化天然ガス)

23%

鉄鉱石

14%

原油

11%
石炭

7%

衣服･身廻品

･はきもの 4%
自動車部品

3%

家具装備品

3%

輸送用容器

2%

電気機械

2%

とうもろこし

2%

その他

29%

輸 入

80,490千トン

取扱貨物の内訳（輸出コンテナ、輸入コンテナ）（平成２６年）

取扱貨物の内訳（輸出、輸入）（平成２６年）

名古屋港の取扱貨物（現状）

○取扱貨物量は、リーマンショック後、回復傾向にあり、平成26年では総取扱貨物量が2億762万トン、外貿コンテナ貨物量が
257万ＴＥＵである。これらはいずれも、既定計画の見通しを超えている。

○輸出の約7割が自動車関連貨物、輸入の5割強がＬＮＧ、原油、鉄鉱石等の資源・エネルギー関連貨物である。
○外貿コンテナ貨物の輸出の5割強が自動車部品、産業機械である。
〇貿易額は17兆913億円で東京港の次に多く、貿易黒字額は5兆6,583円で全国で最も多い（平成26年）。
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完成自動車

54%自動車部品

17%産業機械 5%

鋼材 4%

ゴム製品 3%

その他化学

工業品 2%

再利用資材 2%

化学薬品 2%

非金属鉱物

1% 電気機械

1%

その他

9%

輸 出

57,694千トン

自動車関連貨物

資料：名古屋港港湾統計 より作成
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出典：「平成25年全国輸出入コンテナ貨物流動調査結果」より作成 ※貨物量は月間値 6

○中部9県の名古屋港利用率（輸出入計）は65％であり、特に愛知県は94％、岐阜県は90％の貨物が名古屋港を利用している。
○「伊勢湾（名古屋港、四日市港）」の利用は、京浜港、阪神港と比較して、港湾に近接する地域での利用割合が高い。

京浜港

名古屋港

阪神港

その他

京浜港

伏木富山港金沢港

清水港名古屋港

四日市港

阪神港

敦賀港

4%

22%

14%60%
2%

14%

21%
63%

2%

28%

45%

25%

56%26%

2%
16%

2%

90%

6%

2%

20%

17%

2%

61%

2%

94%

1%
3%

2%

61%
5%

32%

2%

31%

52%

15%

富山県

石川県

滋賀県

三重県

愛知県

岐阜県

静岡県

長野県

福井県

▼中部9県　利用港湾別貨物量（輸出入計）

港湾名 貨物量（トン） 利用割合

　京浜港 315,742 7%

　名古屋港 3,103,341 65%

　阪神港 344,290 7%

　その他 1,004,934 21%

　合計 4,768,307 100%

（参考）伊勢湾及び京浜港、阪神港の
都道府県別利用割合 ＜輸出入計＞

▼京浜港▼阪神港

▼伊勢湾（名古屋港、四日市港）

凡 例

各港利用割合

70%以上

50～70%

30～50%

10%～30%

10%以下（四日市港
9％）

（四日市港32％）

（清水港55％）

出典：「平成25年全国輸出入コンテナ貨物流動調査結果」より作成

コンテナ貨物に係る名古屋港の背後圏



上位・関連計画から見た名古屋港の役割

１．これまでの総合物流施策大綱の達成状況と新たな大綱の必要性

（１）グローバル・サプライチェーンの深化と物流の構造変化

②国際物流の結節点となる港湾・空港をめぐる状況

○伊勢湾等の臨海部には、我が国の経済を支える基幹産業が立地しており、こうした産業の立地競争力強化のため、物流機能の強

化が必要である。

２．今後の物流施策の方向性と取組

（１）産業活動と国民生活を支える効率的な物流の実現に向けた取組

【我が国の立地競争力強化に向けた物流インフラ等の整備、有効活用等】

○我が国の基幹産業を支えるために必要な伊勢湾等の港湾における物流機能の強化についても引き続き推進する。

【総合物流施策大綱（2013-2017）】 国土交通省 （平成25年6月閣議決定）

Ⅳ重要政策課題と主要な政策の方向性

重要政策課題① 中京大都市圏 ～５千万人リニア大交流圏の西の拠点となる大都市圏に向けて

○国際交流基盤等の整備・機能強化

名古屋港をはじめ三河港、衣浦港はモノづくり中部と世界を結ぶ海のゲートウェイであり、今後も当地域がアジアの成長を取り込み、

強い産業競争力で日本の経済と産業の成長をリードする基盤として、コンテナ、バルク貨物、完成車などの貨物を円滑に取扱えるよう港

湾機能の強化を図っていく。とりわけ名古屋港においては、コンテナターミナルの運営効率化をはじめ関係者が一体となった取り組みや

近隣港との連携強化を進めるとともに、ポートセールスを戦略的に展開し、モノづくりの一大拠点である中部圏を支える「国際産業ハブ港」

をめざしていく。

【あいちビジョン２０２０】愛知県 （平成26年3月公表）
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《物流・産業》
コンテナ・完成自動車・バルク取扱機能の強化と安全で円滑な航路・道路体系の構築

名古屋港は、中部地域に集積するものづくり産業の国際競争力強化と、背後に暮らす人々の生活の質の向上を支えるため、物
流機能の更なる強化を図る。

○増加するコンテナ貨物や、東南アジア航路をはじめとするコンテナ船の大型化に対応するため、既存ストックの有
効活用と新たな施設整備の組合せによる外貿コンテナ取扱機能の強化。 【西部地区（飛島ふ頭、鍋田ふ頭）】

○完成車、産業機械、アルミインゴット、穀物などを輸送する船舶の大型化に対応するため、外貿在来貨物取扱機
能の強化。 【金城地区（金城ふ頭）、西部地区（弥富ふ頭）】

○安全で効率的に利用できる航路体系の構築と円滑な広域物流ネットワークの確保。
【航路：中航路、道路：飛島ふ頭～弥富ふ頭】

《交流・環境》
魅力ある交流空間と良好な港湾環境の形成

○旅客船の大型化に対応した旅客船埠頭の強化と新たな施設配置。 【金城地区（金城ふ頭）、内港地区（ガーデンふ頭）】

○交流拠点との連携を考慮したフェリー埠頭の配置。 【金城地区（金城ふ頭）】

○業務船の係留基地の確保や放置艇の適正な管理。
【内港地区（ガーデンふ頭）、金城地区（金城ふ頭、空見・金城ふ頭間）、西部地区（弥富ふ頭）】

○緑地・海浜の拡充による良好な港湾環境の形成。 【西部地区（弥富ふ頭）、金城地区（空見ふ頭）】

《安全・安心》

安全・安心な港湾機能の充実
○地震・津波・高潮等の大規模災害に対して、背後住民の生命・財産や背後圏の産業活動を守るため、

ハード・ソフト一体となった防災・減災対策の推進。

○災害時における緊急物資の輸送への対応や幹線物流機能の維持を図るため、耐震強化岸壁の配置見直し。
【西部地区（弥富ふ頭、飛島ふ頭、鍋田ふ頭）、金城地区（金城ふ頭）、南部地区（横須賀ふ頭、北浜ふ頭）】

名古屋港の目指すべき姿

〔災害対応力〕

〔防災・減災〕

〔完成自動車
・バルク〕

〔 コンテナ 〕

〔 交流空間 〕

〔航路
・交通体系〕

〔 港湾環境 〕

8

○名古屋港は、引き続き我が国経済の発展を牽引する中部のものづくり産業の国際競争力を強化するとともに、人々の暮らしを支える
重要な役割を担う。



今回計画のゾーニング

9

凡 例

物流関連ゾーン(コンテナ）

物流関連ゾーン（一般貨物）

生産ゾーン

エネルギー関連ゾーン

交流拠点ゾーン

環境保全ゾーン

留保ゾーン



ＬＮＧ

（液化天然ガス）

29%

鉄鉱石

12%

原油

7%
石炭

7%

輸送用容器

4%

衣料・身廻品・

はきもの

4%

金属製品

3%

自動車部品

3%

家具装備品

3%

非鉄金属

2%

その他

26%

輸 入

100,516千トン
完成自動車

54%

自動車部品

17%

産業機械

5%

鋼材

4%

ゴム製品

3%

その他化学

工業品

2%

再利用資材

2%

化学薬品

2%

非金属鉱物

1% 電気機械

1%

その他

9%

輸 出

57,694千トン

完成自動車

48%

自動車部品

23%

ゴム製品

6%

産業機械

4%

鋼材

4%

再利用資材

3%

その他

化学工業品

2%

化学薬品

1%

非金属鉱物

1% 輸送用容器

1%

その他

7%

輸 出

70,765千トン

ＬＮＧ

(液化天然ガス)

23%

鉄鉱石

14%

原油

11%石炭

7%

衣服･身廻品

･はきもの

4%

自動車部品

3%

家具装備品

3%

輸送用容器

2%

電気機械

2%

とうもろこし

2%

その他

29%

輸 入

80,490千トン

平成26年 平成30年代後半

名古屋港の取扱貨物（計画貨物量の設定）

10

〈 輸 出 〉

平成26年 平成30年代後半

（主な品目等）

【輸出】 輸送機械 （ Ｈ２６ ） ４，１４０万トン → （H30年代後半） ５，０３０万トン

・アジアを中心とした自動車需要に伴い、完成自動車、自動車部品の増加を見込む

【輸出入】 雑工業品 （ Ｈ２６ ） ９７０万トン → （ H30年代後半） １，４２０万トン

・アジアを中心とした自動車需要に伴い、ゴム製品（タイヤ等）の増加等を見込む

【輸入】 石油類 （ Ｈ２６ ）２，１３０万トン → （ H30年代後半） ３，２１０万トン

・背後のガス需要の増加及びLNG火力発電所の建設に伴い、LNGの増加を見込む

〈 輸 入 〉

【移出入】 輸送機械 （ Ｈ２６ ） ４，２２０万トン → （ H30年代後半） ４，４８０万トン

・完成自動車、自動車部品の増加を見込む

5,769 7,077 

8,049 
10,052 

3,776 

4,264 3,167 

3,272 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H26 今回計画

万トン

○世界の自動車需要の増加に伴う完成自動車や自動車部品の輸出量の増加、背後のガス需要の伸びやLNG火力発電所の建設に伴
うLNGの輸入量の増加等を見込む。

移入

移出

輸入

輸出

（H30年代後半）

約2億762万トン

2億4,660万トン

（H26）

実績 今回計画
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自動車部品

41%

産業機械

10%

完成自動車

7%

ゴム製品

6%

その他化学

工業品

6%

再利用資材

6%

鋼材

3%

電気機械

3%

輸送用容器

2%

化学薬品

2%

その他

14%

輸 出

23,522千トン

平成26年 平成30年代後半

〈 輸 出 〉

平成26年 平成30年代後半

輸送用容器

12%

衣料・身廻品

・はきもの

11%

金属製品

8%

自動車部品

8%

家具装備品

7%
その他

化学工業品

7%

電気機械

6%

非鉄金属

5%

その他日用品

4%

製造食品

3%

その他

29%

輸 入

33,736千トン

自動車部品

49%

ゴム製品

12%産業機械

7%

完成自動車

6%

再利用資材

5%

その他

化学工業品

4%

輸送用容器

3%

鋼材

2%

電気機械

2%

化学薬品

1%

その他

9%

輸 出

33.499千トン

衣服･身廻品

･はきもの

12%

自動車部品

9%

家具装備品

8%

輸送用容器

8%

電気機械

7%

その他

化学工業品

5%
金属製品

4%

非鉄金属

3%

産業機械

3%

木製品

3%

その他

38%

輸 入

25,076千トン

（主な品目等）

・自動車需要に伴う自動車部品や、国内製造業向けのその他金属類の増加を
見込む

・背後圏において消費する衣料・見廻り品等の増加を見込む

Ｈ２６ H３０年代後半
【近海航路】 ９７万TEU →１２２万TEU
【東南アジア航路】 ９８万TEU →１４６万TEU

〈 輸 入 〉

○今後も経済成長が見込まれるアジア地域において、自動車需要の増加、日系メーカーの自動車生産増強などに伴い、自動車組立に
必要な生産用部品や海外で販売された日本車の補修用部品等の自動車部品の輸出の増加を見込む。

134 
200 

123 

171 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H26 今回計画

万TEU

約257万TEU

372万TEU

輸入

輸出

（H30年代後半）（H26）

実績 今回計画

【輸出】 Ｈ２６ H３０年代後半

自動車部品 ９，６００千トン → １６，０００千トン

ゴム製品 １，４００千トン → ４，０００千トン

【輸入】

輸送用容器 ２，３００千トン → ４，０００千トン

金属製品 １，０００千トン → ２，７００千トン

名古屋港の取扱貨物（計画貨物量（コンテナ）の設定）



弥富ふ頭

鍋田ふ頭

飛島ふ頭

金城ふ頭

ガーデンふ頭

南浜ふ頭

北浜ふ頭

東海元浜ふ頭

新宝ふ頭

①＜目的＞近海航路の貨物量増加に対応
＜変更内容＞外内貿コンテナ埠頭位置付け

（水深12m、2バース、延長500m）

①＜目的＞ふ頭の輸送効率化
＜変更内容＞臨港道路の位置付け

①＜目的＞岸壁延長不足への対応
＜変更内容＞外内貿コンテナ埠頭計画

（水深16m、延長250m→400m）

①＜目的＞東南アジア航路の船舶大型化に対応
＜変更内容＞外内貿コンテナ埠頭延伸

（水深12m→15m、2バース、延長700m）

②＜目的＞完成自動車の集約
＜変更内容＞公共埠頭位置付け

（水深12m、延長260m）

④＜目的＞大型旅客船への対応
＜変更内容＞旅客船埠頭位置付け

（水深11.5m、延長430m）

④＜目的＞庄内川からの埋没対策
＜変更内容＞フェリー埠頭の移転

（水深8.5m、延長270m）

④＜目的＞岸壁延長不足への対応
＜変更内容＞旅客船埠頭延伸

（水深10m、延長210m→290m）
②＜目的＞RORO船等の大型化に対応

＜変更内容＞公共埠頭の増深・延伸
（水深12m→14m、延長240m→340m）

12

主な計画変更内容

③＜目的＞耐震強化岸壁の配置見直し



0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

DWT
10,000トン未満

10,000トン以上

20,000トン以上

30,000トン以上

40,000トン以上

50,000トン以上

60,000トン以上

39万TEU

23万TEU

97万TEU

98万TEU

1万TEU0

20

40

60

80

100

120

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

万TEU

北米 欧州・地中海 東南アジア 近海 その他

①コンテナ貨物の増加及び船舶の大型化への対応

○コンテナ貨物量の増加見込みに対応し、岸壁や臨港道路の新規整備が必要である。
○特に東南アジア航路は近年の貨物増加と船舶の大型化が顕著であることから、水深15ｍ岸壁の拡充が必要である。

名古屋港における東南アジア航路の船型の推移

航路別コンテナ貨物の推移

水深１５ｍ岸壁が必要
な船舶は東南アジア
航路の３０％に達する

自動車部品、ゴム製品
等の自動車関連の増加

東南アジア航路

13

邦船社 5,000TEU級コンテナ船
「MOL EMPIRE」（商船三井）
総トン数：55,000トン 載貨重量トン数：67,170トン 全長：294m 喫水：13.6ｍ
航路名：CHS1  （シンガポール航路）

コンテナ航路数（平成27年7月現在）

出典：名古屋港港湾統計

航路名 便数

北米
西岸 週８便

東岸 週１便

欧州 週２便

地中海・黒海 週１便

東南アジア 週２９便

近海（中韓） 週３７便

その他 週１便

合計 週７９便



東南アジア航路を中心に取り扱うコンテナ埠頭
水深10～15m 8バース 連続延長2,220m

（うち、既設の変更 水深15m 2バース 延長700m）

伊勢湾岸自動車道

コンテナ埠頭間、及び広域幹線道路と
コンテナ埠頭を結ぶアクセス道路

（うち、新規計画 埠頭間連絡道路）

名
古
屋
環
状
２
号
線
（工
事
中
）

北米・欧州航路を中心に取り扱うコンテナ埠頭
水深16m 3バース 連続延長1,200m

（うち、既定計画の変更 水深16m 1バース 延長400m）

大型コンテナ船航行可能航路
水深16m 幅員580m

近海航路を中心に取り扱うコンテナ埠頭
水深12～14m 5バース 連続延長1,450m

（うち、新規計画 水深12m 2バース 延長500m）

大型コンテナ船航行可能航路
水深14m 幅員400～540m

名古屋港の将来像（コンテナ関連）

14



0%

20%

40%

60%

80%

100%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

2% 1% 2% 5% 4% 2%
10%

19% 25% 22%18% 21% 24% 21%
11% 23%

22%
19% 12% 13%

41%
46%

55% 59%
66%

61%
57%

54% 59% 55%

39% 32%
19% 15% 19% 14% 11% 7% 4% 9%

～10,000GT 10,000GT～30,000GT 30,000GT～70,000GT 70,000GT～

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

4% 8% 7% 13% 15% 22% 23% 23% 26% 27%

96% 92% 93% 87% 85% 78% 77% 77% 74% 73%

：60,000GT以上の大型船

②自動車専用船、ＲＯＲＯ船の大型化等への対応

○自動車専用船は、水深12m級（6万ＧＴ以上）の大型船が増加しており、既設の水深12mの岸壁では能力が逼迫している。また、自動
車輸出機能が金城ふ頭の他弥富ふ頭等に分散している。

○産業機械等を運搬するＲＯＲＯ船は、水深14m級（7万ＧＴ以上）の大型船が増加しており、既設の水深12mの岸壁に喫水調整して入
港している。

名古屋港における自動車専用船の大型化動向 名古屋港におけるＲＯＲＯ船の船型の推移

外船社 世界最大RORO船
「TONSBERG」（WWL）
総トン数：74,622トン 全長：265.00m  幅：32.26m 喫水：12.3m

15出典：名古屋港港湾統計

邦船社 7,000台積級 自動車専用船
「ARIES LEADER」（日本郵船）
総トン数：69,931トン 全長：199.98m  幅：35.80m 喫水：10.4m



自動車専用船に対応した外貿埠頭
水深11m 3バース 延長700m （専用）

水深9m 延長320m （専用）
自動車専用船に対応した内貿埠頭

水深10m 4バース ドルフィン （専用）

産業機械等を輸送するRORO船等に
対応した外貿埠頭

水深12～14m 3バース 延長820m
水深10m 1バース 延長170m

（うち、既定計画の変更 水深14m 1バース 延長340m
新規計画 水深10m 1バース 延長170m）

自動車専用船に対応した外貿埠頭
水深12m 4バース 延長1,040m
水深10～10.5m 7バース 延長1,750m

（うち、新規計画 水深12m 1バース 延長260m）

名古屋港の将来像（完成自動車、産業機械関連）
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金城ふ頭 （現況及び将来像）

(-12) 260m
既定計画

(-12) 260m
既定計画

(-12) 260m
既設

埠頭用地16.4ha
既定計画

(-12) 260m
今回計画

埠頭用地2.2ha
今回計画



穀物を輸送する
バルク船に対応した外貿埠頭

水深14m 1バース ドルフィン（公共）
水深14m 3バース ドルフィン（専用）

LNG船に対応した外貿埠頭
水深14m 3バース ドルフィン（専用）

鉄鉱石・石炭を輸送する
バルク船に対応した外貿埠頭

水深14m 1バース 延長350m （専用）
水深13m 3バース 延長640m （専用）

石炭を輸送する
バルク船に対応した外貿埠頭

水深10m 2バース 延長370m （公共）
水深7.5m 2バース 延長260m （公共）

石油製品等を輸送する
タンカー・バルク船に対応した外貿埠頭

水深10～6m 27バース ドルフィン （専用）

原油・石油製品を輸送する
タンカー・バルク船に対応した外貿埠頭

水深25.5m 2バース 伊勢湾シーバース（専用）
水深14m 6バース ドルフィン （専用）
水深12m 7バース ドルフィン （専用）

名古屋港の将来像（バルク貨物関連）

17



18

凡 例

今回計画

既定計画

緊急

新規計画

既定計画

既 設

幹線

弥富市

飛島村

名古屋市

東海市

知多市

稲永ふ頭

飛島ふ頭

大手ふ頭

新宝ふ頭

東海元浜ふ頭

北浜ふ頭

南浜ふ頭

南５区

ポートアイランド

北航路

西航路

潮見ふ頭

船見ふ頭

昭和ふ頭

大江ふ頭

金城ふ頭

鍋田ふ頭

木場金岡ふ頭

空見ふ頭

東航路

弥富ふ頭

ガーデンふ頭

潮凪ふ頭

中航路

幹線 飛島ふ頭
-16ｍ 1B 250m（計画）

幹線 北浜ふ頭
-14ｍ 1B ドルフィン（計画）

幹線 北浜ふ頭
-7.5ｍ 2B 260m（計画）

緊急 金城ふ頭
-12ｍ 1B 260m（計画）

緊急 大江ふ頭
-10ｍ 1B 185ｍ（既設）

緊急 潮凪ふ頭
-10m 1B 185ｍ（既設）
‐7.5m 1B 130m（既設）

幹線 飛島ふ頭
-16ｍ 2B 800m（既設、一部工事中）

緊急 ガーデンふ頭
-10ｍ 1B 185ｍ（計画、既設の改良）

緊急 稲永ふ頭
-8.5ｍ 1B 260m（計画）
-8.5ｍ 1B 260m（計画）

幹線 鍋田ふ頭
-14ｍ 1B 350m（既設）
-12ｍ 1B 250m（既設）

緊急物資対応：７バース

幹線物流対応：８バース

弥富市

飛島村

名古屋市

東海市

知多市

稲永ふ頭

飛島ふ頭

大手ふ頭

新宝ふ頭

東海元浜ふ頭

北浜ふ頭

南浜ふ頭

南５区

ポートアイランド

北航路

西航路

潮見ふ頭

船見ふ頭

昭和ふ頭

大江ふ頭

金城ふ頭

鍋田ふ頭

木場金岡ふ頭

空見ふ頭

東航路

弥富ふ頭

ガーデンふ頭

潮凪ふ頭

中航路

幹線 北浜ふ頭
-14ｍ 1B ドルフィン（既定計画）

緊急 北浜ふ頭
-7.5ｍ 1B 130m（既定計画の変更）

緊急 横須賀ふ頭
-7.5ｍ 1B 130m（新規計画）

緊急 金城ふ頭
-12ｍ 1B 260m（既定計画）

緊急 大江ふ頭
-10ｍ 1B 185ｍ（既設）

緊急 潮凪ふ頭
-10m 1B 185ｍ（既設）
‐7.5m 1B 130m（既設）

緊急 弥富ふ頭
-10m 1B 170m（新規計画）

幹線 飛島ふ頭
-16ｍ 1B 400m（既定計画の変更）

緊急 金城ふ頭
-8.5ｍ 1B 230m（新規計画）

幹線 飛島ふ頭
-16ｍ 2B 800m（既設、一部工事中）

幹線 鍋田ふ頭
-11～-12ｍ 2B 500m（新規計画）

幹線 飛島ふ頭
-15ｍ 2B 700m（新規計画）

幹線 鍋田ふ頭
-14ｍ 1B 350m（既設）
-12ｍ 1B 250m（既設）

緊急物資対応：８バース

幹線物流対応：１０バース

今回計画における耐震強化岸壁の配置既定計画における耐震強化岸壁の配置

③名古屋港の将来像（耐震強化岸壁の配置見直し）

○緊急物資輸送に対応した耐震強化岸壁は、大規模地震災害に対する新たな被害想定（2014年5月「愛知県防災会議」）に基づき、港内
各地に分散配置する。

○幹線貨物輸送に対応した耐震強化岸壁は、コンテナターミナルの機能強化に対応して配置する。



伊勢湾岸自動車道

知多市役所

ふれあい広場

東海市役所

愛知健康の森公園

大高緑地

稲永・稲永東公園

名古屋国際会議場・白鳥公園一帯

海南こどもの国

名古屋港

四日市港

三河港

衣浦港

【凡例】
緊急確保航路（H26.1.15指定）
※海上交通安全法上の航路(伊良湖水道航路)を含む

津松阪港

伊勢湾に係る緊急確保航路

出典：愛知県地域防災計画より名古屋港管理組合作成

凡 例

第一次緊急輸送道路

第二次緊急輸送道路

緊急輸送道路指定予定

広域防災活動拠点

地域防災活動拠点

地区防災活動拠点

戸田川緑地

高潮防波堤
延長 4,490m

耐震強化岸壁【幹線物流対応】：10バース
●：今回計画（5バース） ：既設・既定計画（5バース）

耐震強化岸壁【緊急物資対応】：8バース
▲：今回計画（4バース） ：既設・既定計画（4バース）
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（参考）大規模災害時の輸送ネットワーク



○旅客船は、従来よりガーデンふ頭を利用しているが、名港中央大橋下を通過できない大型旅客船は、暫定的に金城ふ頭を利用してい
る。

○ガーデンふ頭では、旅客船の大型化に伴う既設岸壁の延伸が必要である。
○金城ふ頭では、名港中央大橋下を通過できない大型旅客船に対応した受入機能の強化が必要である。
○内航フェリーについては、利用者の利便性の向上や、庄内川からの流下土砂による影響の軽減が必要である。

④魅力ある交流空間と良好な港湾環境の形成

名古屋市国際展示場
（ポートメッセなごや）
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金城ふ頭

ガーデンふ頭

名古屋港へのクルーズ船寄港回数

名港中央大橋を通過出来ない

旅客船（高さ：63m）

ガーデンふ頭に接岸する旅客船

5 2 7 6 9

26 29
36 32 23

0
10
20
30
40
50

H22 H23 H24 H25 H26

寄港回数 内航船

外航船

自動車
取扱機能

臨海鉄道
あおなみ線

名港中央大橋
桁下クリアランス51m

リニア鉄道館

レゴランド（イメージ）

現在のクルーズ船航路

交流空間

至 名古屋駅周辺

中川運河

藤前干潟

内航フェリー



都市に近い立地特性を生かした緑地空間、
中川運河等を活用した水上交通ネットワーク

緑地等約2ha、小型桟橋3基

藤前干潟
自然的環境を保全する区域

名古屋駅 臨海鉄道
あおなみ線

旅客船埠頭
（既設の変更 水深10m 1バース 延長290m）

名古屋港の将来像（交流・環境関連）
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旅客船埠頭
（名港中央大橋を通過できない大型船）

（既設の変更 水深11.5m 1バース 延長430m）

内貿フェリー埠頭
（既設の変更 水深8.5m 1バース 延長270m）

「みなとオアシスちた新舞子」
マリンレジャーの中心として整備

新舞子ブルーサンビーチ 海浜 700m
新舞子ボートパーク 410隻収容可能



老朽化施設等の再編・廃止

○維持管理コスト等の縮減に向けて、予防保全を推進するとともに、維持管理コストが嵩む施設については機能集約などにより、他の
用途への機能転換や施設の廃止を行う。

Ａ．埋没を考慮した施設の廃止・利用転換

①空見ふ頭Ｗ７０号岸壁を廃止し、緑地に利用転換
②金城ふ頭Ｗ７１号岸壁を船だまりに利用転換
③フェリーふ頭を船だまりに利用転換（２バース）

Ｂ．土地造成に伴う老朽化施設の廃止

①金城・空見ふ頭間の埋立による物揚場廃止（1,728ｍ）
②金城ふ頭先端タグ基地の埋立による物揚場廃止（555ｍ）
③金城ふ頭１・２突間のふ頭間埋立による岸壁廃止（５バース）
④金城ふ頭Ｗ５１号岸壁の埋立による廃止（１バース）
⑤木場金岡・飛島ふ頭間の埋立による護岸廃止（約2,700ｍ）

Ｃ．老朽化施設の利用転換

①金城ふ頭２突・３突間のタグ基地への利用転換。（２バース）
②横須賀ふ頭の老朽化した岸壁の護岸化（１バース）

Ａ－① Ｂ－①

Ｂ－②

Ｂ－③

＜施設再編・廃止＞
○岸壁数 埋没・埋立により6バース廃止（金城地区）

埋没・老朽化により7バース利用転換（金城地区、南部地区）
○物揚場延長 埋立により約2,300m削減（金城地区）
○護岸延長 埋立により約2,700m削減（西部地区）

Ａ－②

Ｂ－⑤

金城～西部地区

南部地区

庄内川からの流下土砂
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Ａ－③

Ｃ－②

Ｃ－①

Ｂ－④



確認の視点

確認事項 「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」との適合

コンテナ機能の強化 Ⅰ 今後の港湾の進むべき方向
１ 産業の国際競争力と国民生活を支える物流体系の構築
（１）海上輸送網の基盤の強化

①国際海上コンテナ輸送網の強化
近年、コンテナ船の更なる大型化、船会社同士の連携の進展、アジア諸国の港湾における貨物取扱量の増大等により、我が国を代表する港湾

でさえ、欧米との長距離基幹航路（以下「基幹航路」という。）のサービス頻度が減少している。また、基幹航路への新造大型船の投入により、既存
船舶が他の航路に転配され、船型の大きな航路から小さな航路へ玉突き現象的に船舶の大型化が進む、いわゆるカスケード効果の影響を注視
する必要がある。このような現状を踏まえ、今後我が国の港湾においては、物流コストの削減等により、我が国産業の国際競争力の強化と国民生
活の質の向上を支える国際海上コンテナ輸送網を強化する。

（省略）
また、それ以外の港湾においては、地理的条件等を考慮し、国際戦略港湾との連携等により、国際フィーダー航路による輸送の強化に取り組む

とともに、アジア地域の発展に伴い、ダイレクト航路による多頻度少量の輸送や高付加価値貨物の高速輸送等の多様なニーズに対応する。

Ⅱ 港湾機能の拠点的な配置と能力の強化
２ 国際海上コンテナ輸送網の拠点

①アジア諸国との間の国際海上コンテナ輸送
アジア地域の経済発展に伴い我が国とアジア諸国との間の国際海上コンテナの輸送量は増加しており、日本とアジア諸港を結ぶ定期航路にお

いては、比較的小型のコンテナ船による多頻度の航路網が形成されている。
アジア諸国との間の国際海上コンテナ輸送は、地理的条件等を考慮してダイレクト航路による多頻度少量の輸送や高付加価値貨物の高速輸送

等の多様なニーズに対応する。

②基幹航路の国際海上コンテナ輸送
（省略）

なお、伊勢湾における国際拠点港湾においては、基幹航路の将来性等を考慮した上で、背後圏の需要に的確に対応する。

Ⅴ 港湾相互間の連携の確保
２ 各地域における港湾相互間の連携

⑤中部地域
国土のほぼ中央に位置し、特に輸送用機械産業を始め、ものづくり産業が集積している中部地域では、伊勢湾内と駿河湾沿岸等の国際拠点港

湾及び重要港湾が連携して海上輸送網の拠点としての機能を担う。
また、日本海側と太平洋側を結ぶ幹線道路網の活用により、両地域の港湾の連携を進める。その際、内陸部の産業集積との連携を考慮する。
中部地域における国際海上コンテナの取扱いは、主に伊勢湾のコンテナターミナル群が連携して担うとともに、コンテナ取扱機能の強化に資す

るため、名古屋港と四日市港が一体となりコンテナ輸送の効率化及び港湾運営の民営化に取り組む。また、地域の東部等の需要に対しては、駿
河湾沿岸の港湾が適切に機能分担するとともに、基幹航路のコンテナ貨物輸送の利便性を確保するため、国際戦略港湾である京浜港と連携し、
国際フィーダー航路による輸送を強化する。
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確認の視点

確認事項 「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針」との適合

バルク機能の強化 Ⅰ 今後の港湾の進むべき方向
１ 産業の国際競争力と国民生活を支える物流体系の構築

（１）海上輸送網の基盤の強化
②バルク貨物等の輸送網の強化

石油、天然ガス、石炭、鉱石、穀物、飼料、原木、チップ、砂利・砂等のバラ積みされる貨物（以下「バルク貨物」という。）は、我が国の産業や国
民の生活を支えるために必要な物資である。また、自動車、建設機械等の主としてＲＯＲＯ船で運ばれる貨物は、我が国の主要な輸出品の一つで
ある。これらの物資の低廉な輸送は、我が国産業の国際競争力の強化と国民生活の質の向上のために重要である。

このため、臨海部や内陸部における企業立地、船舶の大型化等に適切に対応し、効率的で安全性・信頼性が高く、環境負荷の小さい輸送サー
ビスを提供できるように、大水深の国際物流ターミナルを整備するとともに、バルク貨物等の輸送、保管、荷さばき等に係る機能を強化する。

安全安心な港湾機
能の充実

Ⅰ 今後の港湾の進むべき方向
２ 国民の安全・安心の確保への貢献

①災害に強い港湾の構築
（省略）

加えて、港湾が被災した場合にも一定の海上輸送機能を確保して、経済活動等への影響を最小限に止められるように、国際海上コンテナ輸送
や複合一貫輸送に対応したターミナルについて、岸壁や関連施設の耐震強化を進める。

Ⅱ 港湾機能の拠点的な配置と能力の強化
７ 大規模地震対策施設

大規模な地震が発生した場合に、被災直後の緊急物資、避難者等を輸送するための機能を確保するべく、東海地震、東南海・南海地震等の大
規模地震災害の切迫性、地理的条件、港湾の利用状況、緊急輸送道路網等背後地へのアクセスの状況等を考慮して、大規模地震対策施設を適
切に配置する。また、大規模地震対策施設は、耐震強化岸壁と、緊急物資の保管や被災者の避難等に資する広場、市街地と港湾を連絡する道
路等を一体的に備える。

魅力ある交流空間
の形成

Ⅰ 今後の港湾の進むべき方向
４ 活力のある美しい港湾空間の創造と適正な管理

③観光や海洋性レクリエーションを核とした交流空間の形成
観光による地域の活性化や人々の交流を支えるフェリー、旅客船、クルーズ船等の多様な要請に対応した、快適で利便性の高い交流空間を形

成する。このため、地域の特性に配慮した旅客ターミナル施設や交流施設を整備する。また、まちづくりと一体となって、水際線を有する魅力ある
空間を形成する。さらに、運河等を活用して水上ネットワークを活性化するとともに、地域の観光資源等を活用した水辺の賑わい空間を創出する。

また、観光立国の推進、中国等からの訪日旅行者の増加に向けて、外国クルーズ船の日本寄港を促進するため、ポートセールス活動や旅客の
利便性確保などに関係機関と連携して取り組む。

港湾機能の再編 Ⅰ 今後の港湾の進むべき方向
６ ストック型社会に対応した効率的・効果的な事業の実施

⑦港湾施設の有効活用
船舶の大型化や貨物・保管形態の変化、背後地の都市化等を背景として、機能的に利用者に合わなくなった施設については、既存ストックの有

効活用の観点から利用者や市民、ＮＰＯ等からの要請も踏まえつつ、機能の増強や他の用途への転換等を行う。
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主な計画変更内容（まとめ）

25

コンテナ機能

完成自動車
産業機械等

凡例

外内貿コンテナ埠頭計画
（東南アジア航路に対応）

水深15m 2バース 延長700m 旅客船埠頭計画
(岸壁長不足の解消）
水深10m 延長290m

旅客船埠頭計画
（大型旅客船に対応）
水深11.5m 延長430m

フェリー埠頭計画
（フェリー埠頭の移転）
水深8.5m 延長270m

公共埠頭計画
（完成自動車の集約）
水深12m 延長260m

水域施設計画（航路）
水深14m 幅員400m

外内貿コンテナ埠頭計画
(岸壁長不足の解消）
水深16m 延長400m

外内貿コンテナ埠頭計画
（近海航路の貨物量増加に対応）

水深12m 岸壁2バース 延長500m

土地利用計画
港湾関連用地

人流・賑い

※機能増強部分を下線青字で記載

公共埠頭計画
（産業機械等に対応）
水深14m 延長340m

臨港交通施設計画
飛島弥富埠頭道路

土地利用計画
港湾関連用地



主な計画変更内容（外内貿コンテナ機能の強化）

○東南アジア航路の貨物増加やコンテナ船の大型化に対応するため、飛島ふ頭東側のコンテナターミナル２バースの増深・延伸を計画
する。

〇飛島ふ頭南コンテナターミナル用地の拡張、及び飛島ふ頭南側コンテナターミナル1バース（既定計画）の延伸、ターミナル用地の拡張
を計画する。

○近海航路のコンテナ貨物増加に対応するため、鍋田ふ頭コンテナターミナルに新たな岸壁（２バース）等を計画する。
○コンテナ貨物の増加等に対応するため、飛島ふ頭・弥富ふ頭において港湾関連用地の造成を計画する。
○円滑な陸上輸送を図るため、飛島ふ頭と弥富ふ頭を繋ぐ新たな臨港道路を計画する。
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外内貿コンテナ埠頭計画
水深16m 岸壁1バース 延長400m

水域施設計画
航路 水深14m 幅員400m

臨港交通施設計画
飛島弥富埠頭道路

土地利用計画
港湾関連用地 31.4ha

外内貿コンテナ埠頭計画
（近海航路の貨物量増加に対応）
水深12m 岸壁2バース 延長500m

外内貿コンテナ埠頭計画
水深10m～12m 岸壁4バース

延長820m

外内貿コンテナ埠頭計画
（東南アジア航路の大型化に対応）
水深15m 岸壁2バース 延長700m

外内貿コンテナ埠頭計画
水深15m 岸壁2バース

延長700m

外内貿コンテナ埠頭計画
水深16m 岸壁2バース 延長800m

公共埠頭計画
埠頭用地 13.5ha

外内貿コンテナ埠頭計画
水深12m～14m 岸壁3バース

延長950m

公共埠頭計画
埠頭用地 4.2ha

土地利用計画
港湾関連用地 33.8ha

【飛島・弥富・鍋田ふ頭】外内貿コンテナ



主な計画変更内容（完成自動車の集約・産業機械等への対応）

○完成自動車輸送機能を集約し効率化を図るため、金城ふ頭に自動車専用船の大型化等に対応する岸壁を計画する。
○完成自動車保管用地の拡充を図るため、金城ふ頭と空見ふ頭の間に港湾関連用地等の造成を計画する。
○産業機械やアルミインゴット等を輸送するRORO船等の大型化に対応する岸壁を弥富ふ頭に計画する。

【金城ふ頭】完成自動車

公共埠頭計画
（自動車専用船の大型化に対応）
水深12m 岸壁1バース 延長260m

公共埠頭計画
埠頭用地 2.2ha

土地利用計画
港湾関連用地 12.0ha
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公共埠頭計画
水深12m 岸壁1バース 延長260m

公共埠頭計画
水深10m 岸壁1バース 延長230m

公共埠頭計画
水深12m 岸壁2バース 延長520m

公共埠頭計画
水深10m～10.5m 岸壁8バース

延長1520m

公共埠頭計画
埠頭用地 16.4ha

公共埠頭計画
（RORO船等の大型化に対応）

水深14m 岸壁1バース 延長340m

【弥富ふ頭】産業機械・アルミインゴット

公共埠頭計画
水深12m 岸壁2バース 延長480m



主な計画変更内容（交流・賑わいの創出）

○大型の外航旅客船を受け入れるため、金城ふ頭に旅客船ふ頭岸壁を計画する。
○旅客船の大型化に対応するため、ガーデンふ頭の岸壁の延伸を計画する。
○利用者の利便性向上や庄内川流下土砂による影響を永続的に解決するため、フェリー岸壁を金城ふ頭に移転する。
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【ガーデンふ頭】旅客船

フェリー埠頭計画
（フェリー埠頭計画の移転に対応）
水深8.5m 岸壁1バース 延長270m

旅客船埠頭計画
（大型旅客船に対応）

水深11.5m 岸壁1バース 延長430m

【金城ふ頭】大型旅客船

旅客船埠頭計画
水深10m 岸壁1バース 延長290m


